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７
年
間
で
最
大
25
万
２
千
円
を
補
助

補
助
金
の
概
要

● 

交
付
対
象
の
奨
学
金

　

日
本
学
生
支
援
機
構
が
貸
与
す
る
奨
学
金

● 

補
助
対
象
者

　

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
人

① 

本
市
に
住
所
を
有
し
、
32
歳
以
下
（
昭
和

60
年
４
月
２
日
以
降
生
）
で
あ
る
こ
と

② 

本
市
出
身
者
で
、
県
外
の
大
学
な
ど
を
卒

業
し
て
い
る
こ
と

③ 

大
学
な
ど
を
卒
業
し
た
日
か
ら
交
付
申
請

日
ま
で
に
、
１
年
以
上
就
業
な
ど
を
し
て

い
る
こ
と

④ 

交
付
申
請
日
時
点
で
就
業
な
ど
を
し
て
い

る
か
失
業
保
険
を
受
け
て
い
る
こ
と

⑤ 

自
ら
が
貸
与
を
受
け
た
奨
学
金
の
返
還
を

行
っ
て
い
る
こ
と

⑥ 
奨
学
金
の
返
済
に
対
す
る
助
成
を
他
か
ら

受
け
て
い
な
い
こ
と

⑦ 

当
補
助
金
の
交
付
決
定
を
受
け
て
い
な
い

こ
と

⑧
市
の
税
金
を
滞
納
し
て
い
な
い
こ
と

⑨
暴
力
団
員
の
構
成
員
な
ど
で
な
い
こ
と

● 

補
助
金
額

　

１
年
度
に
つ
き
、
交
付
年
度
の
前
年
度
10

月
〜
交
付
年
度
９
月
の
間
に
返
還
し
た
奨
学

金
の
金
額（
元
金
に
限
る
）
に
相
当
す
る
金

額
以
内
で
、
上
限
は
３
万
６
千
円
で
す
。

● 

補
助
期
間

　

補
助
期
間
は
、
就
業
開
始
年
度
と
市
へ
の

転
入
年
度
の
組
み
合
わ
せ
で
、
最
大
７
年
間

で
す
。

地元に戻って働こう！ 問 

政
策
推
進
課

☎ 

０
５
５（
９
４
８
）１
４
１
３

● 

交
付
申
請
受
付
期
間

　

平
成
30
年
度
の
申
請
は
７
月
31
日（
火
）

ま
で
受
け
付
け
ま
す
。

※ 

詳
し
く
は
市
Ｈ
Ｐ
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、

直
接
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

補助金の交付を受ける手順

※平成 31 年度以降は毎年度④⑤を繰り返します。

①交付申請
平成 30年度交付申請は 7月 31日（火）
まで受け付けます。

対象は、日本学生支援機構が貸与する
奨学金のみです。

交付決定は 9月頃を予定しています。

交付（支払い）は毎年度 1月頃を予定し
ています。

②審査

⑤交付（支払い）

④実績報告・請求

③交付決定

実績報告・請求は毎年度 11月頃を予
定しています。

　

市
で
は
、
大
学
な
ど
に
進
学
す
る
た
め
県
外
に
転
出
し
た
本
市
出

身
者
の
Ｕ
タ
ー
ン
促
進
を
目
的
に
、
市
に
Ｕ
タ
ー
ン
し
、
就
業
な
ど

を
し
な
が
ら
奨
学
金
を
返
還
す
る
若
者
に
対
し
、
予
算
の
範
囲
内
で

補
助
金
を
交
付
し
ま
す
。

地
う！

伊豆の国市空家等対策計画 を策定しました

　近年増加している管理不十分な空家の問題を解消するため、国は「空家等対策
の推進に関する特別措置法（以下「空家特措法」）」を制定。市でも、平成 30 年
３月に「伊豆の国市空家等対策計画（以下「空家等対策計画」）」を策定しました。

2．空家に対する基本的な考え方
①所有者の責任

　空家の所有者自身がその責任において的確に対応す
ることが前提です。

②市の取り組み

　今後も空家の増加が予想されるため、所有者の責任
を明確化し、空家問題の解決に向けた方策に取り組み
ます。また、緊急時は、空家特措法や空家等対策計画
などに基づき、危険回避のための必要最小限度の措置
を検討します。

3．総合的な空家対策
① 空家等の適切な管理の促進に関する事項

　広報などで「空家等の適切な管理は所有者又は占有
者の義務である」ことや他人に損害を与えた場合の責
任について掲載し、所有者の責任の重さを周知します。

②特定空家等の発生または増加の抑制に資する施策

　空家等の対策には、特定空家等を発生させない、増
やさない施策が重要です。そのため所有者などによる
空家等の適切な管理の促進のほか、景観計画と整合を
図り、景観を損ねる空家等の発生の抑制に努めます。

③空家等・空家除却後の跡地の利活用

　空家等・空家除却後の跡地は、所有者などの意向と
政策課題を照らし合わせ、利活用の方針を検討します。

問 地域づくり推進課　☎ 055-948-1412

1．空家等とは（空家等の定義）
　空家特措法では「空家等」と「特定空家等」の 2つ
の基準が示されています。

空 家等／おおむね 1年、未使用の建築物または附
ふぞく

属工
作物とその敷地
特 定空家等／空家等のうち、放置すれば倒壊等著しく
保安上危険なもの、衛生上有害となるおそれのある
もの、著しく景観を損なっているものなど

②管理が不適切な空家等の調査

　地域住民から相談や苦情のあったものについては、
必要な調査を行います。

③特定空家等の認定および判断基準

　特定空家等の認定や対応は、周辺の被害状況や、そ
の程度より判断するものとし、「伊豆の国市空家等対
策推進協議会」に諮り認定します。

④特定空家等に関する措置

　特定空家等と認定されたものについては、国のガイ
ドラインや法第 14 条の規定などに従い、「助言又は
指導」「勧告」「命令」「行政代執行」の順に必要な措
置を講じます。

5．市民などからの空家等に関する相談窓口
　相談窓口を地域づくり推進課に設置しました。

6．対策の実施体制
①空家等の対策に関する各課連携

　空家等がもたらす問題は、市役所の複数の課が連携
して対処すべき政策課題であり、関係する課が協力し
て対策を実施する必要があります。そのため、市役所
内に「空家等対策調整会議」を組織しました。

②伊豆の国市空家等対策推進協議会の設置

　計画の変更、特定空家等の認定および必要に応じた
勧告、行政代執行の妥当性の審議を行うため、「伊豆
の国市空家等対策推進協議会」を組織しました。

4．特定空家等に対する措置
①空家等の実態を把握するための情報収集

　市では、平成 28年度に実施した調査をもとに空家
等のデータを整理し、対策を推進します。また、市民
から提供される情報を積極的に収集します。
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